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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、エチオピア連邦民主共和国と締結した討議議事録（R/D）に基づ

き、2010年3月より技術協力「農民研究グループを通じた適正技術開発・普及計画プロジェクト」

を約5年間の計画で実施しています。 

今般、本プロジェクトの中間地点を迎えたことを受け、協力期間前半における実績の確認、計

画に対する達成度の検証、評価5項目の観点からの評価を行うとともに、プロジェクト後半の行動

計画について検討することを目的として、2012年8月12日から9月1日の間、当機構 角田幸司を団

長とする中間レビュー調査団を現地に派遣し、プロジェクト活動の評価を行いました。 

本報告書は、同調査団によるエチオピア連邦民主共和国政府関係者との協議及びレビュー結果

等を取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されること

を願うものです。 

最後に、本調査にご協力いただいた内外の関係者各位に対し、心からの感謝の意を表します。 

 

平成25年1月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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中間レビュー評価調査結果要約表 
 
１．案件の概要 

国名：エチオピア連邦民主共和国 

 

案件名：農民研究グループを通じた適正技術開発・

普及計画プロジェクト 

分野：農業一般 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額：約5.6億円 

協力期間 （R/D）：2010年3月～ 

2015年3月 

（延長） 

（F/U） 

（E/N）（無償） 

先方関係機関：エチオピア農業研究機構（EIAR）

日本側協力機関：農林水産省 

他の関連協力： 

「農民支援体制強化計画（2004-2009）」 

１－１ 協力の背景と概要 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」と記す）における農業部門の重要性は高く、

全人口の85％が農業及び農業関連産業により生計を立て、またGDPに占める農業生産の割合は

40％以上にのぼる。2006年に作成された国家開発5カ年計画である「Plan for Accelerated and 

Sustained Development to End Poverty（PASDEP）」においても、農業開発分野は最重要セクター

として位置づけられている。しかしながら、農業生産の実態は伝統的な技術に依存しているた

め、単位面積当たりの生産性は低く、安定的な食料生産・供給がなされていない状況にある。

エチオピア政府は農業生産性の向上に力を注いでいるものの、農業試験場で開発された技術は

農民のニーズ及び実態を反映しておらず、農民に十分に普及していない。 

エチオピア農業研究機構（EIAR）は1990年代後半より、農民が適用容易な技術を農民参加の

下に開発することを目的とした「農民研究グループアプローチ（Farmer Research Group Approach、

以下、「FRGアプローチ」と記す）」を各農業試験場に導入している。しかしながら、当初のFRG

活動は新品種の導入を中心とした技術のみに焦点を当てた展示普及が中心であり、農村の社

会・経済的な制約や農民の生活に根ざした要望を十分にくみ上げることができていなかった。

こうした状況を受け、我が国はFRGアプローチの改善とプロジェクト対象地域における制度

化の支援のため、技術協力プロジェクト「農民支援体制強化計画」（2004年から5年間。以下、「先

行プロジェクト」と記す）を実施した。この結果、研究員の行動指針となる「FRGガイドライ

ン」が策定され、また先行プロジェクトの支援対象とした2つの農業試験場においてはFRGアプ

ローチの経験と実績が積み重ねられ、FRGアプローチに基づく農民参加型技術開発が自立的に

実施されるまでになった。 

本プロジェクトは、先行プロジェクトで策定された「FRGガイドライン」を広く全国の農業

試験場に適用し、農民ニーズに根ざした参加型研究を普及することを目的として、2010年3月か

ら2015年3月までの5年間の予定で実施している。また、エチオピア政府は2007年後半より、各

行政機関において業務の効率化・最適化を目的とした行政改革（Business Process Re-engineering：

BPR）を実施しており、今後の農業研究は①「顧客指向型の農業技術開発」及び②学際的な研究

チーム（Case Team）の形成等を重視する研究方針を打ち出していて、FRGアプローチは同研究

方針に資するアプローチとして高く評価されている。 
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１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

FRG参加農家の生計が向上する。 

 

（２）プロジェクト目標 

エチオピア農業研究システム（National Agricultural Research System：NARS）においてFRG

アプローチが定着する。 

 

（３）成果 

成果１：NARS内でFRGアプローチに関する研修実施体制を強化する。 

成果２：FRGアプローチを用いた研究を通じて適正技術が開発・改善される。 

成果３：技術情報を発信するための研究者の能力が向上する 

 

（４）投入 

１）日本側 

長期専門家：4名       機材供与：158,160USドル 

   短期専門家：延べ9名     ローカルコスト負担：約9,654,000エチオピア・ブル 

２）エチオピア側 

 カウンターパート配置 

   EIAR内のプロジェクト執務室、付帯施設及び光熱費 

   EIAR及び各研修基幹組織の研修施設 

２．評価調査団の概要 

 （担当分野・氏名・職位） 

日本側調査団 総括   角田 幸司  JICA農村開発部 参事役 

評価分析 板垣 啓子  グローバル・リンク・マネジメント（株）研究員 

計画管理 松本 賢一  JICA農村開発部 乾燥畑作地帯課 主任調査役 

エチオピア側 

調査団 

総括   Dr. Belay Kassa Professor, Haramaya Universit 

団員   Mr. Mekonnen Hailu 

Acting Planning, Monitoring and Evaluation Coordinator, 

EIAR 

調査期間：2012年8月12日～9月1日 評価種類：中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ 成果達成の実績 

成果１：NARS内でFRGアプローチに関する研修実施体制を強化する。 

実 績：計18回のFRGアプローチ研修が実施され、66研究機関に所属する362名の研究者が

研修を受講した。プロジェクトが支援している30件の研究を含め、研修受講者の

約84％がFRGアプローチを用いた研究活動を行っている。FRGアプローチ研修のカ
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リキュラム及びシラバスについては、各回研修実施前の指導者研修（TOT）及び

事後のレビュー会議を通じて継続的に改訂されており、今後の継続的な研修実施

により本成果が達成される見込みは高い。 

 

成果２：FRGアプローチを用いた研究を通じて適正技術が開発・改善される。 

実 績：重点研究分野として、「稲作」「種子」「灌漑野菜」「家畜飼料」「農民研修センター

（Farmer Training Center：FTC）におけるFRG研究」の5分野が選定されており、こ

れらの重点分野における35件のFRG研究への支援が行われた。現在、68のFRGを構

成する750名以上の農民の参加を得て、30件の研究が実施中であり、そのプロセス

において適正技術開発が進められており、具体的な成果が個別の研究終了時に取

りまとめられることとなる。 

 

成果３：技術情報を発信するための研究者の能力が向上する。 

実 績：これまでに、技術情報資料作成に関する研修が2回実施され、46名の研究者が研修

を受講した。技術情報資料作成研修は、今後FRGアプローチ研修の一環としてよ

り広く実施される予定である。実施中のFRG研究30件のうち12件において、具体

的な技術の普及教材が試行的に作成されており、専門家からの継続的指導が行わ

れている。普及教材については、当該地域の普及員による配布・活用を試験的に

実施し、彼らからのフィードバックを踏まえて完成させる計画である。 

 

３－１－２ プロジェクト目標達成の見込み 

研究者の間でFRGアプローチの理解・実践が進んでいること、また研修基幹組織において

指導者が育成されつつあることが確認された。FRG研究が各地で実施されており、研究成果

として適正技術が開発され、それらの技術情報に基づく普及資料が作成されることが期待で

きる。よって協力期間中にプロジェクトの成果がNARSに組み込まれ、FRGアプローチが定着

する見込みは高いと思われる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

エチオピアの開発政策及び農業セクター・プログラムに変更はなく、本協力内容は農業

開発の重点分野に合致している。2012年に策定された日本の国別援助方針との整合性も確

認された。また、3つの成果が段階的に相互関連をもって達成されるというプロジェクト・

デザインも適切であり、本プロジェクトの妥当性は依然として高い。 

 

（２）有効性 

これまでの活動実績にかんがみ、協力期間内に成果が達成される見込みは高い。計画上、

成果からプロジェクト目標に至る論理性は妥当なものであり、プロジェクトの3つの成果は

いずれもプロジェクト目標達成に貢献すると考えられることから、プロジェクト実施の有

効性は高いといえる。 
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（３）効率性 

本プロジェクトの運営において、日本・エチオピア側双方の投入、活動は成果の達成に

効率的に結びついている。また、先行技術協力プロジェクトを通じて育成された人材とFRG

アプローチに関する知識・経験の活用、他のJICA協力事業との連携は、本プロジェクトの

効率的な実施に対する貢献要因となった。 

 

（４）インパクト 

FRGが組織されたことにより、農民間での経験・情報共有が強化された。研究に参加し

た普及員が試験結果に基づき対象技術を他地域に普及させた事例も報告されており、研究

と普及の連携の強化など、正のインパクトが確認された。なお、今般調査において、負の

インパクトは特定・報告されなかった。 

 

（５）持続性 

政策上、農業試験研究の重要性の認識が継続する可能性は高いが、NARSの改編について

は今後の経緯を見守る必要がある。FRGアプローチ研修やFRG研究の継続性を確保するため

には、実施機関及び各研究機関の既存の活動計画に組み込むことを検討する必要がある。

農民が研究プロセスに参加することにより、開発された技術の受容・活用の可能性は高い

が、一方で、FRGアプローチに関する研究者の理解に格差がみられるため、プロジェクト

後半の活動を通じて強化を図る必要がある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

いくつかの州では、試験圃場での技術開発よりも現地適応化研究を重視する政策が採ら

れており、研究者がFRG研究を実施する機会、意欲の向上につながっている。また、現在

推進されている“One to Five”政策1によって、コミュニティ内の組織化が図られているこ

とは、研究者が農民にアプローチし、開発された農業技術を普及させていくうえで有益で

あると思われる。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

特になし。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

特になし。 

 

 

                                                        
1 行政村（Kebele）内で5世帯を単位とするグループを形成し、その代表者5名を再度グループとし、階層的にグループを構成す

る形で上位行政にまでつながるコミュニティの組織化。 
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（２）実施プロセスに関すること 

本プロジェクト活動に参加している研究者の頻繁な異動は、特にTOTやFRG研究の実施に

おいて潜在的な阻害要因と成り得る点として指摘されている。 

 

３－５ 結 論 

本調査を通じ、プロジェクトの活動がこれまでに特段の遅延・障害なく実施されたことが確

認された。協力期間内に期待された成果が達成される見込みは高く、本調査によって提起され

た課題への対応と今後の継続的な努力により、プロジェクト目標は成功裏に達成されるものと

結論する。 

 

３－６ 提 言 

（１）PDMの改訂 

本プロジェクトのPDMは、協力開始後開催された合同調整委員会（JCC）で確定・承認さ

れておらず、運営委員会における非公式な議論を通じてこれまでに複数のバージョンが作

成されている2。プロジェクト運営のロードマップは存在していたが、達成指標等に関して

はPDMの変遷や目標値の根拠について明確でない点も多くみられたため、今般調査に際し

ては、R/Dのマスタープランに基づく実績の確認を行った。今般調査の結果を踏まえ、これ

までに作成されたPDMの各バージョンの内容について検証し、以下の点を中心としたPDM

の改訂案を取りまとめた。今次JCCで修正PDM案を正式に承認することを提言する。 

１）プロジェクト要約の表現修正・明確化 

２）各種指標の見直し・設定 

３）外部条件の見直し・設定 

 

（２）プロジェクト運営の意思決定機関の機能強化 

合同調整委員会・運営委員会については、その開催頻度等がR/Dに規定されているが、こ

れまで規定通りに開催されておらず、PDMが正式に承認されないなどの事態を招いた原因

の一つにもなっている。プロジェクトでは両委員会の主要メンバーに対し、年間計画や年

次報告、ニュースレター等の配布を通じて密に連絡を取っており、必要な情報の共有がな

されていないわけではないが、今後のプロジェクト運営に関しては、公的な会合機会を定

期的に設け、適切な情報共有及び意思決定を行い、組織的な経験蓄積を徹底すべきである

と考えられる。 

 

（３）FRG研究活動のモニタリング強化 

FRGアプローチの研修受講者は全国各地に散在する研究機関で研究活動を実施してお

り、研究テーマも多岐にわたることから、今後の研究活動モニタリングに関しては、各研

究機関の関与を強化する方向での取り組みが必要となる。例えば、各州の農業研究機構や

                                                        
2 バージョン1は2009年7月の詳細計画策定調査時に作成され、バージョン2は2010年3月の運営指導調査を受けて変更されたもの

である。また、バージョン3は本調査直前の2012年7月に作成されたものであるが、いずれもJCCでの議論・承認を得ていない。 
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研修協力基幹組織等を単位として、FRG研究に関するワークショップを開催し、合同で研

究発表・情報共有を行うことも一案であり、このような関与を通じて、各研究機関内での

FRGアプローチの定着促進も期待できる。今後、FRG研究の現場レベルでのモニタリングを

強化する方策につき、プロジェクト関係者間での検討が必要である。  
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第１章 中間レビューの概要 
 

１－１ 調査目的 

本プロジェクトは、2010年12月に第一回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）

を開催。2011年3月と2012年2月に運営指導調査団が派遣され、各段階でプロジェクト進捗の確認

と助言が行われてきた。プロジェクト目標の達成に向けて、今回の調査ではエチオピア連邦民主

共和国（以下、「エチオピア」と記す）と合同でこれまでの実績と実施プロセスを整理し、エチオ

ピア側と進捗状況・課題に係る認識を共有するとともに、必要なプロジェクト計画の修正やプロ

ジェクト運営体制の改善についてエチオピア側と協議することを目的として実施した。なお、調

査の主な内容は次のとおりである。 

 

（１）プロジェクトの開始から現時点までの実績と計画達成度を、プロジェクト・デザイン・マ

トリックス（Project Design Matrix：PDM）、活動実施計画（Plan of Operation：PO）等に基づ

き把握し、投入、活動、達成度を確認する。 

 

（２）評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点から日本側・エチ

オピア側双方で総合的に評価する。 

 

（３）プロジェクト期間後半の実施を成功させるための課題や問題点を明確にし、今後の活動の

方向性について関係者間で協議し、必要に応じて改善策の提案、PDM及びPOの改訂を行う。 

 

（４）以上のレビュー結果について、エチオピア側との合意事項としてミニッツ（Minutes of 

Meeting：M/M）（合同評価レポート）に取りまとめる。 

 

１－２ 調査日程 

付属資料1のとおり。 

 

１－３ 調査団員構成 

（１）日本側評価団員 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 角田 幸司 JICA農村開発部 参事役 

評価分析 板垣 啓子 グローバルリンクマネージメント株式会社 

計画管理 松本 賢一 JICA農村開発部乾燥畑作地帯課 主任調査役 

 

（２）エチオピア側評価団員 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 Dr. Belay Kassa Professor, Haramaya University 

団員 Mr. Mekonnen Hailu 
Acting Planning, Monitoring and Evaluation Coordinator, 

EIAR 
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１－４ 評価方法 

（１）主な調査項目 

本プロジェクトのPDMについては、討議議事録（Record of Discussions：R/D）に規定されて

いるJCCによる承認がなされておらず、JCCの下位に位置づけられている運営委員会で非公式

に確認されるにとどまっていたため、今回の評価調査においては、R/Dのマスタープランに基

づく実績の確認を行うとともに、PDMの見直しを図った。調査結果についてはJCCの場で報告

し、調査団から提示した改訂PDMが承認された。 

１）妥当性：農業生態系の多様なエチオピアにおける農業技術開発ニーズとの整合性、エチ

オピアの国家開発計画等との整合性、日本の援助政策との整合性、プロジェク

トアプローチの適切性など 

２）有効性：プロジェクト目標の達成度見込み、成果のプロジェクト目標達成への貢献度 

３）効率性：達成された成果からみた投入の質・量・タイミングの適切性、効率性を促進・

阻害した要因 

４）インパクト：上位目標達成の見通し、プロジェクト実施によりもたらされた正負の効果・

影響 

５）持続性：開発政策との整合性、実施機関の組織・財政・運営管理能力、技術面における

持続性 

 

（２）データ収集方法 

上記の調査項目に関する情報・データ収集は、以下の方法により実施した。 

情報・データ 

収集方法 
目的 主な情報源 

①文献調査 プロジェクトに関

連する政策、プロ

ジェクトの実績に

関連する資料 

・詳細計画策定調査報告書 

・我が国の対エチオピア援助方針 

・事前評価資料（専門家チーム作成） 

・プロジェクト報告書（事業進捗報告書、年次報告書等）

及び運営指導調査報告書 

・エチオピアの国家開発計画など 

②インタビュー プロジェクトの実

績・進捗状況及び

実施プロセスに関

するヒアリング・

確認 

・日本人専門家 

・エチオピア側カウンターパート機関（農業研究機構）

の関係者 

・関係機関関係者：州農業試験場、州農業局、大学等 

・FRG研究参加農民 

③質問票 成果の発現状況、

効率性、インパク

ト、持続性等に関

する事項の把握 

・日本人専門家チーム、カウンターパート 
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第２章 プロジェクト概要 
 

２－１ 背 景 

エチオピアにおける農業部門の重要性は高く、全人口の85％が農業及び農業関連産業により生

計を立て、またGDPに占める農業生産の割合は40％以上にのぼる。2006年に作成された国家開発5

カ年計画である「Plan for Accelerated and Sustained Development to End Poverty（PASDEP）」におい

ても、農業開発分野は最重要セクターとして位置づけられている。しかしながら、農業生産の実

態は伝統的な技術に依存しているため、単位面積当たりの生産性は低く、安定的な食料生産・供

給がなされていない状況にある。エチオピア政府は農業生産性の向上に力を注いでいるものの、

農業試験場で開発された技術は農民のニーズ及び実態を反映しておらず、農民に十分に普及され

ていない。 

エチオピア農業研究機構（Ethiopian Institute of Agricultural Research：EIAR）は、1990年代後半

より、農民が適用容易な技術を農民参加の下に開発することを目的とした「農民研究グループア

プローチ（Farmer Research Group Approach、以下、「FRGアプローチ」と記す）」を各農業試験場に

導入している。しかしながら、当初のFRG活動は新品種の導入を中心とした技術のみに焦点を当て

た展示普及が中心であり、農村の社会・経済的な制約や農民の生活に根ざした要望を十分にくみ

上げることができていなかった。 

こうした状況を受け、我が国はFRGアプローチの改善とプロジェクト対象地域における制度化の

支援のため、技術協力プロジェクト「農民支援体制強化計画」（2004年7月から5年間。以下、「先

行プロジェクト」と記す）を実施した。この結果、研究員の行動指針となる「FRGガイドライン」

が策定され、また先行プロジェクトの支援対象とした2つの農業試験場においてはFRGアプローチ

の経験と実績が積み重ねられ、FRGアプローチに基づく農民参加型技術開発が自立的に実施される

までになった。 

本プロジェクトは、先行プロジェクトで策定された「FRGガイドライン」を広く全国の農業試験

場に適用し、農民ニーズに根ざした参加型研究を普及することを目的として、2010年3月から2015

年3月までの5年間の予定で実施している。また、エチオピア政府は2007年後半より、各行政機関

において業務の効率化・最適化を目的とした行政改革（Business Process Re-engineering：BPR）を

実施しており、今後の農業研究は①「顧客指向型の農業技術開発」及び②学際的な研究チーム（Case 

Team）の形成等を重視する研究方針を打ち出していて、FRGアプローチは同研究方針に資するア

プローチとして高く評価されている。 

 

２－２ 枠組み 

本プロジェクトは、以下の枠組みにより実施されている。 

 

（１）プロジェクト目標 

NARSにおいてFRGアプローチが定着する。 

 

（２）成果 

成果１：NARSにおけるFRGアプローチの研修実施体制が強化される。 

成果２：重点研究分野において、FRGアプローチにより適正技術が開発もしくは改善が行わ
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れる。 

成果３：技術情報作成のための研究員の能力が強化される。 

 

（３）実施期間 

2010年3月～2015年3月（5年間） 

 

（４）実施機関 

EIAR 

 

（５）対象地域 

エチオピア全土 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

以下に、日本側の投入として、専門家派遣、本邦及び第三国研修、機材供与、現地業務費支

出、建物・施設等の実績について記述する。 

 

（１）専門家派遣 

表３－１のとおり、これまでに長期・短期専門家合計11分野の延べ13名がプロジェクト

に派遣され、プロジェクト活動に参加した。 

 

表３－１ 専門家派遣実績 

専門分野 派遣期間 

チーフ・アドバイザー/制度構築 2010.3.31 - 至現在 

適正技術開発/研修 2010.3.31 - 至現在 

適正技術開発 2010.5.11 - 2012.5.8 

業務調整/インパクト評価 2010.12.27 - 至現在 

稲作推進 

2010.4.20 - 4.23 

2010.11.15 - 11.19 

2011.2.18 - 2.24 

稲研究 2012.3.12 - 3.15 

普及教材開発 2012.2.1 - 3.19 

稲生産技術 2012.2.6 - 3.20 

畜産（飼料） 2012.3.12 - 3.24 

畜産（参加型研究） 2012.3.31 - 4.12 

稲研究 2012.5.30 - 6.6 

出所：プロジェクト作成資料（2012年7月） 

 

（２）機材供与 

活動の実施に必要な機材として、これまでに158,160USドル相当の車両4台が供与され、

研修、研究活動及び活動のモニタリングに活用されている。 

 

（３）本邦及び第三国研修 

本レビュー調査までに、カウンターパート（Counterpart：C/P）のうち22名が本邦研修、

24名が第三国研修（3名がタンザニア、21名がウガンダ）に参加している。これらの研修の

詳細については付属資料2 Annex3及び4参照。なお、このほか本邦での長期研修に2名（修士

課程及び博士課程各1名）が参加中である。 
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（４）現地業務費支出 

これまでに総計で9,654,013.08エチオピア・ブルのローカルコスト負担が行われた。各年

度の支出実績は表３－２のとおりである。 

 

表３－２ 現地業務費支出実績（エチオピア・ブル） 

年度（*1） 2010 2011 2012（*2） 合計 

金額 2,744,060.60 5,169,594.00 1,740,358.48 9.654,013.08 

注：（*1）日本の会計年度による。（*2）2012年度第1四半期末までの実績 
出所：プロジェクト作成資料（2012年7月） 

 

３－１－２ エチオピア側投入 

以下に、エチオピア側の投入として、人員配置、土地・施設の提供等の実績について記述す

る。 

 

（１）C/Pの配置 

EIARよりプロジェクト・ダイレクターとプロジェクト・マネージャーが任命され、EIAR

の関係各部長が、プロジェクトの計画、モニタリング、フォローアップの活動に参加して

いる。EIAR職員以外にも、各地の連邦所轄農業研究所（Federal Research Centers：FRC）、

州立農業研究所（Regional Research Centers：RRCs）、大学等に所属する11名の研究者がコア

チーム・メンバーとして、FRGアプローチ研修実施に関連した活動に参加している。（詳細

は付属資料2 Annex5参照） 

 

（２）土地、施設等の提供 

エチオピア側より、EIAR本省内に専門家執務室が設置され、これら執務室の付帯資機材

及び電気・水道設備が提供されている。また、EIAR本省及び各地の研究機関・大学等の研

修施設がプロジェクトの研修活動に提供されている。 

 

３－２ 成果の達成状況 

本プロジェクトにおいては、「NARSにおいて、FRGアプローチが定着する」ことを目標として3

つの成果が設定されている。各成果達成に向けた活動状況及び達成度は以下のとおりである。な

お、後述のとおり、今般調査に際してはPDMの指標が確定していなかったため、活動と実績を把

握することにより成果達成状況を確認した。 

 

成果１：NARSにおけるFRGアプローチの研修実施体制が強化される。 

プロジェクトが実施するFRGアプローチ研修は、図３－１に示すとおり、3グループに分けて実

施される。各グループとも、基礎研修、実践研修、進捗取りまとめ研修の三段階構成となってお

り、1回当たりの研修では25名程度の参加者を対象としている。 
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出所：プロジェクト作成資料（2012年7月）を翻訳 

図３－１ FRGアプローチ研修の流れ 

 

現在、プロジェクトでは第二グループへの研修を実施しており、これら研修の実施に関しては

表３－３に示すとおり、5つの研修協力基幹組織（大学及び研究所）が選定され、プロジェクトに

よる講師研修（Training of Trainers：TOT）を受講した研究者がFRG研修の実施を担っている。 

 

表３－３ 研修協力基幹組織 

組織名 所在地 対象範囲 備考 

Melkassa農業研

究所 

オロミア州 オロミア州内のFRC及び大学 

ソマリ州内のRRC及び大学 

アファール州内のFRC 

 

AdamiTulu 農 業

研究所 

オロミア州 オロミア州内のRRC及び大学  

Bahir Dar大学 アムハラ州 アムハラ州内のRRC及び大学 

ベニシャングル・グムズ州内のFRC及び大学 

2012年 3月 15日

に覚書締結 

Mekelle大学 ティグレ州 ティグレ州内のRRC及び大学 

アファール州内のRRC 

2012年 1月 11日

に覚書締結 

Hawassa大学 南部諸民族州 南部諸民族州内のFRC、RRC及び大学 2012年 4月 19日

に覚書締結 
出所：プロジェクト作成資料（2012年7月） 

 

本調査時点までに計18回のFRGアプローチ研修が実施され、66研究機関に所属する362名の研究

者が研修を受講した。研修実施実績の詳細は表３－４に示すとおりである。 
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表３－４ FRGアプローチ研修実施実績 

年度 2010 2011 2012 合計 

研修実施回数 4 11 3 18 

参加者数 

計画 50 200 400 650 

実績 100 209 53（注） 362 

（女性数） （2） （6） - （8） 

注：2012年7月までの実績 
出所：プロジェクト作成資料（2012年7月） 

 

プロジェクトでは、各回研修終了時に受講者によるFRGアプローチの活用可能性に関するアンケ

ート調査を実施するほか、統一チェックシートを用いた事後訪問を通じてフォローアップ及びモ

ニタリングを実施している。2012年7月の調査では、プロジェクトが現在支援している30件の研究

を含め、研修受講者の約84％がFRGアプローチを用いた研究活動を行っているとの結果が得られて

いる。プロジェクトが支援している30件の研究に関しては、68のFRGが組織され、研究者とともに

フィールドでの活動を行っている。 

FRGアプローチ研修のカリキュラム及びシラバスについては、各回研修実施前のTOT及び事後の

レビュー会議での議論を通じて継続的に修正が加えられている。現在、FRGアプローチ研修に関す

る事項をFRGガイドラインに含める方向で検討が進められており、研修受講者には各々の地域状況

や重点研究分野に特定したガイドラインの修正あるいは新規作成が推奨されているが、具体的な

成果としての取りまとめは今後の課題となっている。 

 

成果２：穀物種子生産、稲作、並びに他の重点研究分野において、FRGアプローチを用いた適

正技術開発・改善が行われる。 

プロジェクトではFRG研究の選定、モニタリング及び評価に関するクライテリアを設定しており、

プロジェクト支援対象となる研究プロポーザル審査のプロセスを通じてこれらのクライテリアの

精緻化を図っている。 

重点研究分野として、プロジェクト初年度には「稲作」と「種子」が選定された。また、現在

までに「灌漑野菜」「家畜飼料」「農民研修センター（Farmer Training Center：FTC）におけるFRG

研究」の3分野が追加された。プロジェクトでは、これらの重点分野における研究をプロポーザル

方式で選定し、表３－５に示すとおり、これまでに35件のFRG研究への支援を行ってきた1。本調

査の時点では、30件の研究が実施中であり、68のFRGを構成する750名以上の農民の参加が得られ

ている。これらの研究の詳細については付属資料2 Annex6参照。 

 

                                                        
1 これらのほか、研究主査の異動による調整の問題及びフィールド調査活動実施上の問題により中止となった支援対象研究が 

2件あった。 
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表３－５ プロジェクト支援によるFRG研究 

重点研究分野 
2010年 

開始件数 

2011年 

開始件数

2012年 

開始件数
終了件数 実施中件数 

稲作 5 4 - - 9 

種子 5 10 1 5（注） 11 

灌漑野菜生産 - 2 - - 2 

家畜飼料 - - 4 - 4 

FTCにおけるFRG

研究 
- - 4 - 4 

合計 10 16 9 5 30 

注：1作期のみの実施であったため、技術開発には至っていない。 
出所：プロジェクト作成資料（2012年7月） 

 

なお、これらのFRG研究の中にはほかの組織やプロジェクトとの連携を通じて実施されているも

のも多い。現在実施中の30件のうち、11件は「小規模農民のための優良種子振興プロジェクト」「灌

漑設計・施工能力向上プロジェクト」等、JICAの他の技術協力プロジェクトとの連携を図りつつ

進められている。具体的には、研究の計画の共同検討、当該プロジェクト対象地域で実施される

FRG研究のモニタリング面での協力など、密接な連携が図られている。 

適正技術開発については、現在実施中のFRG研究のプロセスにおいて進められており、具体的な

成果は個別の研究終了時に取りまとめられることとなる。 

 

成果３：技術情報2作成のための研究員の能力が強化される。 

プロジェクトでは短期専門家による技術情報資料作成に関する研修をこれまでに2回実施して

おり、46名の研究者が研修を受講した。現在、技術情報資料作成を、独立した研修ではなくFRG

アプローチ研修の一部、具体的には第二段階である実践研修に組み込むことが検討されており、

今後はFRGアプローチ研修の一環としてより広く研修が実施されることになる。 

実際の技術情報資料作成に関しては、実施中のプロジェクト支援によるFRG研究30件のうち12

件において、具体的な技術の普及教材が試行的に作成されており、専門家からの継続的指導が行

われている。これらの普及教材が完成したあとには、当該地域の普及員に試験的に配布・活用し

てもらい、彼らからのフィードバックを踏まえて完成させる計画となっている。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：NARSにおいて、FRGアプローチが定着する。 

今般調査において、プロジェクト活動に参加している研究者の間でFRGアプローチに関する理解

と実践が進んでいること、また研修基幹組織においてFRGアプローチを指導できる人材が育成され

つつあることが確認された。様々なテーマのFRG研究が実施されており、それらの研究の成果とし

て適正技術が開発され、さらにそれらの技術情報が普及向けの資料として取りまとめられること

                                                        
2 「適正技術普及のための技術情報」：FRGアプローチにより開発された適正技術を普及するために普及員が必要とする情報が

網羅されたペーパーを指す。 
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が期待できる。協力期間中にプロジェクトの成果がNARSに組み込まれ、FRGアプローチが定着す

る見込みは高いと思われる。しかしながら、何をもってアプローチが定着したと判断するのかと

いう点については議論となり、制度化を測る指標を明確に整理することが必要であるとの判断に

いたった。これらの議論の結果は提言の一部にあげるPDMの改訂に反映されている（改訂PDM案

については提言及び付属資料2 Annex 7を参照）。 

 

３－４ 実施プロセス 

３－４－１ 意思決定のメカニズム 

プロジェクトの最高意思決定機関として、日本・エチオピア側関係者で構成されるJCCが設置

され、プロジェクトの活動進捗及び成果達成状況と次期活動計画内容の確認・承認等の機能を

担うこととなっている。第一回JCCは、2010年12月に開催された。また、プロジェクトの実務上

の調整を図るための運営委員会（Executive Committee：EC3）が、2011年度、2012年度に各々1

回ずつ開催されており、活動実績の確認やプロジェクト成果達成指標に関する議論が行われた。

今般調査期間中に第2回JCCが開催され、プロジェクトの進捗と中間レビュー調査結果及びそれ

に基づく提言が報告され、承認を得た。 

 

３－４－２ プロジェクト関係者間の連絡調整 

本プロジェクトにおいては、プロジェクト執務室におけるプロジェクト・マネージャーと日

本人専門家の通常業務を通じて、日常的な実務に関する調整が図られている。EIARに所属する

プロジェクト関係者は必要に応じ、特定の研究分野に関連した活動に参加している。関係機関

が全国に散在しているという本プロジェクトの状況において、実務レベルの定期会合を開催す

ることは困難であるため、プロジェクトでは様々な通信手段（Eメール、電話、ファックス、SMS

等）を駆使することで、関係者間の頻繁なコミュニケーションを確保している。コアチーム・

メンバーへのインタビューにおいても、研修を中心としたこれまでのプロジェクト活動におい

て、連絡調整上の問題はなかったと全員が回答している。 

しかしながら、実際のFRG研究活動に関しては、プロジェクト専門家から、研究チーム内での

連絡調整に関する若干の問題点が指摘されており、研究者の異動に伴い、引継ぎが十分になさ

れず当初計画通りに研究が行われないといった例も報告されている。現状の各研究機関の体制

において研究者の異動は不可避であり、研究チーム内での情報共有及び組織的な監督の強化等

を通じ、研究活動の継続性を確保することがプロジェクト後半期間の課題であると考えられる。 

 

 

                                                        
3 R/Dにおいては“Steering Committee”と記載されているが、第一回JCCにおいて名称を “Executive Committee”とすることが決定

された。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価5項目による評価結果 

４－１－１ 妥当性 

以下の理由から、本プロジェクトの妥当性は高いものと評価される。 

 

（１）エチオピア政府の政策との合致 

エチオピア政府の現行の開発政策である「成長・変革計画（Growth and Transformation 

Plan：GTP）2010/11-2014/15）」において、農業は主要経済セクターの一つに位置づけられ

ている。農業を核として経済成長を図りつつ、工業化に移行する「農業主導による工業化

（Agricultural Development-Led Industrialization：ADLI）」のシナリオに沿って、小農支援、

遊牧地域対策、民間セクターによる農業開発が重点分野に掲げられ、研究・普及・農民間

の連携を強化することが実施戦略の一つとされている。同様に、「農業セクター政策投資計

画（Agriculture Sector Policy and Investment Framework：Ten Year Road Map）2010-2020）」に

おいても、農業セクターにおける試験研究の重要性が認識されており、多様な農業生態環

境にかんがみ、農業技術の地域適用性の側面が重視されている。以上のことから、本プロ

ジェクトの方向性はエチオピア政府の開発政策、農業セクター計画に合致したものである

といえる。 

 

（２）日本の開発援助政策との整合性 

我が国の対エチオピア援助は、2012年4月に発表された「対エチオピア連邦民主共和国国

別援助方針」においても、農業農村開発は4重点分野の一つとされており、小規模農民の農

業生産性向上、農村の市場経済化、食料安全保障、更には安全な水の供給力向上とその施

設維持管理を支援することが謳われている。本プロジェクトは事業展開計画上の「農業生

産性向上プログラム」に位置づけられており、これらの点から本プロジェクトと我が国の

援助政策の整合性は確保されていると考えられる。 

 

（３）プロジェクト・デザインの適切性 

本プロジェクトは、FRGアプローチの制度化に係る三側面に対応するよう設計されている。

成果１でまずFRGアプローチの理解促進のための研修システムが強化され、成果２では研修

受講者がFRGアプローチによる適正技術の開発を通じてアプローチの有効性を確認し経験

を蓄積することとなり、さらに成果３では適正技術の普及教材作成を通じた研究と普及の

連携が強化されることとなる。これら3つの成果は段階的かつ相互関連をもって達成される

計画となっており、組織的なFRGアプローチ定着を図るうえで有効であると考えられる。 

 

４－１－２ 有効性 

これまでの成果の達成度と今後の活動計画の確認に基づき、本プロジェクトの目標であるFRG

アプローチのNARS内での定着については、協力期間内に達成される可能性が高いと考えられ、

プロジェクト実施の有効性は高いといえる。 
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（１）プロジェクト目標達成の見込み 

本プロジェクトの目標はFRGアプローチのNARS内での定着である。前章で論じたとおり、

FRGアプローチに関する理解は研究者の間に広まっており、実際の研究への活用にも期待が

持てる。これらの研修・研究活動が継続されることにより、協力期間内に各研究機関の活

動に組み込まれていく可能性は高いが、前述のとおり、NARS内でのアプローチの定着を測

る指標を明確化することが不可欠である。なお、現在NARSの組織改編を巡る議論が進行中

であることから、その動向については今後も適宜正確な情報収集を行い、FRGアプローチを

どのような形で組み込んでいくのか、関係者との議論を継続していくことが重要である。 

 

（２）プロジェクト目標達成への成果の貢献度 

プロジェクトではこれまで成果１とされている農業研究機関の研究者に対するFRGアプ

ローチの研修に注力してきた。成果２であるFRG研究も実施中であり、研究に伴って適正技

術開発のプロセスも進行している。これら2つの成果の順調な進捗は、プロジェクト目標達

成に確実につながるものと考えられる。成果３に関する活動は今後本格化する予定である

が、研究そのもののプロセスと研究成果である技術情報の発信を一体化させることにつな

がると考えられ、本成果もプロジェクト目標の達成に貢献することが見込まれる。 

 

（３）プロジェクトの有効性に対する貢献要因 

いくつかの州では、試験圃場での技術開発よりも現地適応化研究を重視する政策が採ら

れており、研究者がFRG研究を実施する機会、意欲の向上につながっていると考えられる。

また、現在推進されている“One to Five”政策4によって、コミュニティ内の組織化が図ら

れていることは、研究者が農民にアプローチし、開発された農業技術を普及していくうえ

で有益であると思われる。 

 

（４）プロジェクトの有効性に対する阻害要因 

本プロジェクトにおいて、研究機関における研究者の人事異動は想定されており、プロ

ジェクトでは研究者の異動に対処できるような配慮を含めて、研修・研究計画を進めてき

ている。しかし、活動に参加している研究者の頻繁な異動は、特にTOTやFRG研究の実施に

おいて潜在的な阻害要因と成り得る点であり、今後も留意が必要であると思われる。 

 

（５）外部条件の変化による影響 

これまでのプロジェクト実施において、外的な要因が活動に影響を及ぼした例はなかっ

たことが確認された。本調査においては今後のプロジェクト実施において留意すべき事項

についての議論が行われ、いくつかの事項についてはPDMの外部条件としてモニタリング

する必要が整理された。これらの外部条件は修正PDM案（付属資料2 Annex 7）の策定に反

映されている。 

                                                        
4 行政村（Kebele）内で5世帯を単位とするグループを形成し、その代表者5名を再度グループとし、階層的にグループを構成す

る形で上位行政にまでつながるコミュニティの組織化。 
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４－１－３ 効率性 

本プロジェクトの運営において、日本・エチオピア側双方の投入、活動が成果にいたる関係

性は効果的に結びついており、本協力事業の効率性については一定程度確保されていることが

確認された。 

 

（１）投入によるアウトプットの達成度 

本プロジェクトに対する日本側、エチオピア側双方の投入は、以下に論じるとおり、円

滑な活動実施に貢献している。その一方で、プロジェクトの進捗に支障を来すほどではな

かったものの、双方の投入に関しては若干の問題も散見された。 

①専門家の投入 

日本人専門家とC/P、コアチーム・メンバー、FRG研究グループ等との関係は良好であ

る。専門家はその期待される指導的な役割を果たしており、成果達成に貢献している。

しかしながら、長期専門家の派遣に関しては、プロジェクト開始当初に業務調整専門家

の配置が9カ月近く遅れるという問題があった。また、健康上の理由で帰国した稲作分野

の長期専門家の後任が配置されず、約5カ月空席となっていることは稲作関連のFRG研究

の進捗モニタリング上、問題を惹起する可能性があるとして指摘された。 

②機材の投入 

プロジェクト活動及び技術移転に必要な車両及び研修・研究関連機材は当初計画通り

に供与された。これら供与機材はいずれも良好な状態で維持管理され、研修活動及びプ

ロジェクト運営管理業務のために有効活用されている。 

③C/Pの本邦・第三国研修 

本邦及び第三国で実施されたC/P研修の内容は適切なものであったと判断される。研修

参加者はこれら研修がプロジェクト活動のみならず、将来的な各々の業務遂行に際して

も有益であると評価している。一方、適切な候補者の選定が間に合わず、研修機会が失

われた例が数件あったことが問題点として指摘された。 

④エチオピア側投入 

本プロジェクトには、EIAR及び各地の研究機関から活動に必要な分野のC/Pが配置され

ている。また、EIAR内の専門家執務室とその付帯設備及び研修施設、研修協力基幹組織

内の研修施設が提供され、円滑なプロジェクト活動運営に貢献している。 

 

（２）我が国の他の協力事業との連携 

エチオピアの農業セクターにおいては他の協力事業が多数実施されており、本プロジェ

クトは「小規模農民のための優良種子振興プロジェクト」「灌漑設計・施工能力向上プロジ

ェクト」「農村地域における対応能力強化緊急開発計画策定プロジェクト」の協力を得てFRG

研究の計画検討、実施状況のモニタリングを行っている。今後は、開発される適正技術の

普及の面でも継続的な連携が期待される。これらの連携は限られた陣容で全国を対象とす

る本プロジェクトにとって有益なものであり、効率的なプロジェクト運営に資するもので

あったといえよう。 
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（３）先行技術協力プロジェクト成果の活用 

本プロジェクトは、先行する「農民支援体制強化計画（2004-2009）」の後継案件として実

施されているものであり、プロジェクト関係者、特にコアチーム・メンバーの多くは先行

協力事業において、FRGアプローチの開発、ガイドライン作成のプロセスに参加していた。

したがって、本プロジェクトの実施に際し、FRGアプローチに関する十分な理解・知識と実

践経験を有する人材と先行協力事業の成果を活用できたことは、効率性の面で大きな貢献

となった。 

 

４－１－４ インパクト 

本レビュー調査時点では、以下のとおり、協力活動に関連した正のインパクトが予想される。 

 

（１）上位目標の達成見込み 

本プロジェクトの上位目標はFRG参加農家の生計向上であるが、今般調査時点では本目標

に関する判断根拠を得ることはできなかった。現時点では各地で様々なFRG研究が実施中で

あり、その成果として今後適正技術が開発されることとなるが、農家の生計向上はそれら

の技術が農民に受容・実践され、営農が改善されたあとにもたらされるからである。した

がって、今後開発される技術がどのように営農改善につながり、農家の生計にどのような

影響をもたらし得るか、把握できる段階にはない。 

なお今般の調査において、「農家の生計」の定義が議論となった。FRG研究を通じて開発

される適正技術は様々な領域にまたがるものとなり、それらが営農に及ぼす影響も多様で

ある。よって、本上位目標の達成指標については、農家の生計向上の多様な側面を測るも

のにする必要があるとの観点から、PDM改訂案（付属資料2 Annex 7）の指標を設定した。 

 

（２）協力実施によるポジティブ・インパクト 

インタビュー対象となった農民からは、営農上の経験共有や問題について他の農民と相

談ができることなど、グループを形成したことによる利点があげられている。FRG研究参加

以前から既に組織化されていたグループにおいても、メンバー間の関係強化やFRG研究に興

味をもった他の農民の参加によるグループ拡大などの変化が指摘されており、グループ活

動として共同貯蓄を始めた例もあった。また、研究に参加した普及員がFRG研究の結果を他

地域で普及した例も報告されており、研究者は現場レベルの普及関係者との連携、情報交

換が改善されたというメリットを感じている。これらはあくまで一部の関係者からの報告

ではあるが、本プロジェクトの実施を通じてもたらされたポジティブ・インパクトとして

評価できよう。 

 

（３）協力実施によるネガティブ・インパクト 

今般のレビュー調査時点で、特段のネガティブ・インパクトは報告・確認されなかった。 

 

４－１－５ 持続性 

今般調査の時点では、以下のとおり、本プロジェクトの持続性の見込みは多くの面で高いと

思われるが、若干の点については留保が認められるため、今後継続的にモニターしていく必要
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がある。 

 

（１）政策及び制度面での持続性の見込み 

現在のエチオピア政府の政策において農業の重要性は強く認識されており、試験研究・

普及・農民間の連携強化の必要性が謳われている。EIARにおいても農民参加型の研究が重

視されており、これらの政策的な方向性が継続する見込みは高い。しかしながら、FRGアプ

ローチのNARS内での定着のためには、アプローチの制度化に向けた取り組みを一層強化す

ることが必要であると考えられる。プロジェクト関係者間では、FRGアプローチのインデッ

クス化、FRG研究の評価クライテリアの整備等に関する議論が行われているが、協力期間後

半のプロジェクト活動においてこれらの議論をさらに進め、NARSの組織改編の方向性を見

極めつつ意思決定レベルの関係者への働きかけを行っていくことが肝要である。 

 

（２）組織及び財政面での持続性 

FRGアプローチ研修に参加した研究者は、各々の組織内での情報共有の機会を通じて研修

内容の伝達を行っており、コアチーム・メンバーや研修基幹組織の研究者に対するTOTを通

じて、将来的なFRGアプローチ指導者の育成が進められている。また、プロジェクトでは大

学との連携を通じて、大学の教育プログラムへのFRGアプローチの導入についても支援を計

画しており、将来的な農業研究・普及人材に対するFRGアプローチの理解促進に取り組んで

いる。これらのことから、組織的な持続性については一定程度確保される見込みである。

一方、財政的な持続性についてみると、現在プロジェクトが実施しているプロポーザル方

式によるFRG研究助成をEIARの独自予算で継続することは困難であり、研修基幹組織にお

いても、現時点ではプロジェクト委託以外のFRGアプローチ研修を実施するだけの財政的な

基盤はない。ただし、FRGアプローチは研究手法であり、各研究機関の通常の研究活動に組

み込むための特段の資源投入は不要であることから、財政的な持続性については今後研究

機関の本来の業務である事業・計画の実施に際して、どこまでFRGアプローチが活用される

かにかかっていると判断され、各研究機関でのFRGアプローチの制度化状況をモニタリング

していくことが重要であると考えられる。 

 

（３）技術面での持続性の見込み 

本プロジェクトの研修及び研修受講者からの情報伝達を通じ、FRGアプローチの概念・知

識は研究者の間に広まりつつあると判断される。しかし、一部の研究者の間には、FRGアプ

ローチについて「農民グループを対象として、研究者が開発した技術を広範に普及し、農

民のフィードバックを得る手法」という誤解もあることが指摘されている。研究者レベル

での技術的持続性の確保のためには、研究者の研究計画策定・報告能力の改善と併せて、「研

究計画の段階から農民の参加を得て、農民の経験や意向を研究・技術開発のすべてのプロ

セスに反映する」という面をさらに明確化し、強調していくことが必要であると考えられ

る。 

一方、農民レベルでは研究テーマとなった個々の技術に関する理解度は高く、多くの農

民が既に当該技術を実践し始めている。農民圃場での試験の結果を自ら確認することがで

きるため、参加農民の間での技術受容度は極めて高い。FRG研究は通常数作期にわたり実施
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されるため、農民が十分に技術とその利点を理解することが可能であり、農民レベルでの

技術面では高い持続性が期待できる。 

 

４－２ 結 論 

調査団は、本プロジェクトの活動がこれまでに特段の遅延・障害なく実施されたことを確認し、

協力期間内に期待された成果が達成される見込みは高いと判断する。したがって、本調査によっ

て提起された課題への対応と今後の継続的な努力により、プロジェクト目標は成功裏に達成され

るものと結論する。 
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第５章 提 言 
 

５－１ PDMの改訂 

本プロジェクトのPDMに関しては、当初のR/Dにおいて協力開始後開催されるJCCで確定・承認

されることになっていたが、当初のJCCでPDMは議論されておらず、運営委員会において非公式な

がら専門家を含むプロジェクト関係者でPDMの内容が議論されており、これまでに複数のバージ

ョンが作成されている5。プロジェクトの運営に必要となるロードマップは存在していたが、特に

達成指標等に関してはPDMの各バージョン間での変遷やその根拠について明確でない点も多くみ

られたため、今般調査に際してはR/Dのマスタープランに基づく実績の確認を行うにとどまった。

調査団は今般調査の結果を踏まえ、これまでに作成されたPDMの各バージョンの内容について検

証し、以下の点を中心としたPDMの改訂案を取りまとめた。 

①プロジェクト要約の表現修正・明確化 

②各種指標の見直し・設定 

③外部条件の見直し・設定 

なお、PDMの改訂案は付属資料2 Annex 7に、主たる改訂点とその理由は同2 Annex 8に示すとお

りである。 

 

５－２ プロジェクト運営の意思決定機関の機能強化 

JCCについては、その開催頻度等がR/Dに規定されているが、これまで規定通りに開催されてき

ておらず、運営委員会についてもアドホックな開催実績となっている。このことは、PDMが正式

に承認されないなどの事態を招いた原因の一つにもなっていると考えられる。無論、プロジェク

トでは両委員会の主要メンバーに対し、プロジェクトの年間計画や年次報告、ニュースレター等

の配布を通じて密に連絡を取っており、プロジェクト運営に必要な情報の共有がなされていない

わけではないが、今後のプロジェクト運営に関しては公的な会合機会を定期的に設け、適切な情

報共有及び意思決定を行い、組織的な経験蓄積を徹底すべきであると考えられる。 

 

５－３ FRG研究活動のモニタリング強化 

前章に既述のとおり、個々のFRG研究の実施モニタリングについては若干の問題が指摘されてい

る。プロジェクトによるFRGアプローチの研修受講者は全国各地に散在する研究機関で研究活動を

実施しており、研究テーマも多岐にわたることから、限られたプロジェクトの陣容ですべてを詳

細にモニタリングすることは困難である。したがって、今後の研究活動モニタリングに関しては、

各研究機関の関与を強化する方向での取り組みが必要となる。例えば、各州の農業研究機構や研

修協力基幹組織等を単位として、FRG研究に関するワークショップを開催し、合同で研究発表・情

報共有を行うことも一案であり、このような関与を通じて、各研究機関内でのFRGアプローチの定

着が促進されることも期待できる。今後、FRG研究の現場レベルでのモニタリングを強化する方策

につき、プロジェクト関係者間での検討が必要であると考えられる。 

                                                        
5 バージョン1は2009年7月の詳細計画策定調査時に作成され、バージョン2は2010年3月の運営指導調査を受けて変更されたもの

である。また、バージョン3は本調査直前の2012年7月に作成されたものであるが、いずれもJCCでの議論・承認を得ていない。 
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第６章 団長所感 
 

本プロジェクトは先行プロジェクトで有効性が確認された、参加型農業研究手法であるFRGアプ

ローチを広くエチオピア全土の農業研究機関に定着させることを目的としている。今回、実際に

FRG研究の現場を訪問したが、いずれの場所においても、生産増を望む農民からの強い要望と研究

者に対する大きな期待が確認された。多くの小規模農民を抱えるエチオピアにおいては、農民が

研究プロセスに参加することで即効性のある研究成果を出そうというFRGアプローチの試みは、引

き続き同国の農業技術の改善には有効な方法としてあり続けることであろう。 

 

６－１ 研究と普及のリンケージ 

エチオピアにおける農業研究においては、研究部門がいかにして普及部門に研究成果を伝え、

最終利用者である農民へ利用可能な情報を伝え得るのか、つまり研究の中身が即効性のあるもの

であり、農民にとって価値あるものとなっているかどうかが問題となってきたわけで、先行プロ

ジェクトではそれに対する一つの回答を提供したわけである。 

技術の開発から利用に至る流れにおいては、①研究開発→②実証→③普及教材/人員→（④中核

農民→）⑤農民という段階を踏むのが一般的であるが、エチオピアの現状においては、普及員は

全国に5万人規模で配置されているものの、開発された技術の十分な理解がなされていなかったり、

普及教材の作製や普及方法についての十分な知識を備えていない場合も少なくないとのことであ

る。こうした状況下、研究部門が現場の農民が利用可能な技術を開発し、その成果が実際利用さ

れるため、通常研究機関の所掌範囲とされる上記①及び②の範囲を超えて③のところまで踏み込

んだ活動をすることはうなずけることでる。今回の現場訪問でたびたび耳にした

“research-extension linkage”の名の下で、研究者が農民の圃場において、ともすれば普及員の活動

ともみえがちな研究活動に注力している姿もある程度理解できることである。 

今回の調査期間中、“pre-scaling up”という言葉を頻繁に耳にした。これは、前記②から⑤への

流れの中で、政府の普及（extension）機関である農業省及び州農業局（Bureau of Agriculture）ある

いは普及員（Development Agent）が所掌している「普及」というものを研究部門が“scaling up”

と呼んでおり、そこへの橋渡し、つまり②から③の（あるいは④、⑤までを含む）範囲における

研究部門側の使命に対し自ら使用している呼称と理解されるが、エチオピアにおいてはこうした

前記③のところまで踏み込んだ研究部門の活動が、“pre-scaling up”という表現をもってして公式

に認知されているということであり、そうしたプロセスを経て、より即効性のある研究成果を生

み出していこうという考え方が根底にある。 

本プロジェクトで推進しようとしているFRGアプローチは、研究手段として農民のグループ化で

あり、研究者とグループメンバーとのinteractionを通じて農民の経験や発想を引き出すことに大き

な意義がある。これまでFRG研修を受け、実際自らリサーチに取り組んでいる研究者のうち、この

意義を十分理解している研究者がどれくらいの割合に上るのかが、実質的なプロジェクトの成否、

更には今後のエチオピアでの農業分野技術開発のカギを握ってくることになろう。これまでのと

ころ、“pre-scaling up”という考え方の下、前記③への取り組みは研究者の間でも数多く取り組ま

れてきているようであるが、単に農民グループとの共同という形をとった研究ということではな

く、彼らとのinteractionを通じて農民の経験や発想をいかにして引き出し、研究のプロセスに反映

させていくのかという点に十分意識を向けていくことが望まれる。そのためには、研究実施機関
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としての取り組みがカギとなろうが、研究者の育成段階においても農学等の知識に加え、参加型

研究方法について学ぶことも有効であり、既にプロジェクトでは大学への働きかけをしている。

今後その成果が期待される。 

もっとも、FRG研究を行っている農民側にしてみれば、研究者の行う「技術開発」を、それが「普

及」なのか「技術開発」なのか意識しているかはともかくとして、目の前の圃場で実際に効果を

確認することになるため、言葉のみに頼った普及活動などに比べると、示される技術を安心して

採用することができるという効果は大きいと思われる。 

 

６－２ 研修成果の組織への定着 

組織のスタッフが研修を通じて得た知識が必ずしも組織の知識として蓄積されるわけではない

ことは、職員研修に関して不断の努力を継続している組織に所属している者であれば容易に理解

されることであろう。 

知識は個人に蓄積され、そして個人は組織から離れ得る。こうした前提に立てば、本プロジェ

クトの成果１として「研修実施体制が強化される」ことが設定されているが、将来的にFRGアプロ

ーチが研究者間に定着するためには、継続的にスタッフ研修を行っていくことが必要となるであ

ろう。 

本プロジェクト期間中も、プロジェクトで研修を受けた研究者が異動により組織を離れるとい

う事態が生じている。その結果、取り掛かっている研究の推進にも影響が出ているとのことであ

る。これは、短期的には進行しつつある研究自体に何らかの支障を来すということであろうが、

中長期的には組織におけるFRGアプローチの継続が困難という事態に直面するおそれがあるとい

うことであろう。プロジェクトでは、人事異動により研究に支障が生じないよう研究機関に対し

て申し入れを行っているようであるが、組織におけるFRGアプローチの定着ということを考えた場

合、研究スタッフの出入りはあり得るものとして、いかにして組織内での定着を図るかというこ

とを考える必要があろう。すなわち、それこそが研修実施体制を強化しなければならない理由の

一つであり、それなくして組織内での本当の意味での定着が図られたということにはならないも

のと思われる。 
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